
〇「重篤な労働災害が多発しています」

【 三重労働局 > ニュース＆トピックス > トピックス > 2025 年度 >
> 【安全衛生】死亡災害・重篤な労働災害が多発しています】

三重県内において、本年 7月に「草刈り作業を行っていた作業員が重度の熱中症を発症」し

たほか、8月に入ってから数日の内に「交通整理を行っていた警備員が重度の熱中症を発

症」、「ドラグショベルが横転し、近くにいた作業員に激突して死亡」、「鉄塔の塗装作業

を行っていた作業員が墜落し死亡」するなど、重篤な災害が相次いで発生しました。

労働災害を防止するためには、事業者はもとより、発注者、関係請負人、労働者等の一人

一人が、労働災害防止のための基本ルールを守り、安全衛生活動を展開し、安全衛生行動を

確実に実行することが重要です。

また、猛暑日が続いており、今後 1 か月の季節予報では、気温の高い状態が続くことが予

想され、熱中症の予防対策に万全を期すことが必要です。

死亡災害ゼロ・アンダー2,000 みえ推進運動の標語としている

  「あせるな・いそぐな・おこたるな」

を事業者、請負人、労働者等、関係する全てが徹底し、安全に作業を行いましょう。

☞ リーフレット

【三重労働局 労働基準部 健康安全課】

（2025.812.）

〇「労働基準監督署等が自動車運転者を使用する事業場に対して行った
令和 6 年の監督指導、送検等の状況が公表されました」

【 厚生労働省ホームページ：ホーム > 報道・広報 > 報道発表資料 > 2025 年 8 月 >
> 労働基準監督署等が自動車運転者を使用する事業場に対して行った令和６年の監督指導、
送検等の状況を公表します】

厚生労働省は、令和 6 年に全国の労働基準監督署等が、トラック、バス、タクシーなどの

自動車運転者を使用する事業場に対して行った監督指導（立入調査）や送検等の状況につい

て取りまとめ、公表しました。

☞「自動車運転者を使用する事業場に対する監督指導、送検等の状況（令和 6 年）」

☞ 自動車運転者の「改善基準告示」等の主な改正内容（令和 6 年 4 月 1 日適用）

➽「監督指導の事例」・「送検事例」をご参考に、事業場の実態をご確認ください

荷主事業場様におかれましては、長時間の恒常的な荷待ちを発生させないこと等、余裕を

持った発着時刻の設定、標準的運賃への協力等、適正な発注にご配慮いただきます様、お願

い申し上げます。

☞ 発着荷主等に対する要請の取組

☞ 発着荷主等に対する要請時に配布するリーフレット

【厚生労働省 労働基準局 監督課】

（2025.8.12）

桑名労働基準協会
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〇「令和 7 年度 三重地方最低賃金審議会 三重県最低賃金を 64 円引上げ、
時間額 1,087 円を答申」

【 三重労働局 > ニュース＆トピックス > 報道発表資料 > 2025 年度 >
> 令和 7 年度 三重地方最低賃金審議会 三重県最低賃金を 64 円引上げ、時間額 1,087 円を答申】

三重地方最低賃金審議会は、8 月 15 日に結論を取りまとめ、三重労働局長に対し、三重県

最低賃金を「時間額 1,087 円」に改正し、本年 11 月 21 日から施行する旨の答申を行いまし

た。

三重労働局では、この答申を受け、異議申出の公示など諸手続きを経て、改正決定を行う

予定です。

☞ 報道発表文

【三重労働局 労働基準部 賃金室】

（2025.8.18）

〇「最低賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業」

【 厚生労働省ホームページ：ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 雇用・労働 > 労働基準 >
> 事業主の方へ > 事業主への支援、助成金等一覧 >

> 最低賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業】

厚生労働省は経済産業省と連携し、最低賃金の引上げにより、影響を受ける中小企業に対

する以下の支援を実施しています。

[1]専門家派遣・相談等支援事業：

   ワン・ストップ＆無料の相談・支援体制を整備（全国的支援策）

[2]業務改善助成金：

   中小企業・小規模事業者の生産性向上のための取組を支援（個別支援策）

[3]働き方改革推進支援助成金（団体推進コース）：

   業種別団体の賃金底上げのための取組を支援（業種別支援策）

賃金引上げに関する支援情報

生産性向上のヒント集

【厚生労働省 労働基準局 賃金課】

（2025.8.18）

〇「行動災害防止対策・高年齢者労働災害防止対策を進めていますか？」

行動災害や高年齢労働者の労働災害防止の専門家（理学療法士・腰痛予防労働衛生教育イ

ンストラクター等）を派遣します

☞ 詳しくは・・・

【独立行政法人 労働者健康安全機構 三重産業保健総合支援センター】

（2025.8.18）
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